





















































































































括根保証契約と根抵当権設定契約が併存した事例において、契約締結の状況から、包括根保証契約は根抵当権の極度額にまで縮減され、さらに、非累積とされた。この事案においては、当事者の意思と契約締結の状況から上記のような判断がなされたのであり、 併存したからといって必ずしも非累積になると判断されたわけではない。 したがって、もし、累積的に契約するのであ ば、実務上は明確に契約文言 記載しなければならないであろう。　
とはいうものの、保証人保護の観点や当事者の契約意思から考えて、特別の事情のない限り、非累積と判断





































その経理状態には強い関心 持っていてしか であって、被告がこれを知らないまま、本件連帯保証契約の解約等の措置をとらず、多大の連帯債 を負担するに至ったのは、ひとえに被告が漫然と放置した結果と うべ であって、原告が貸付額の増加を に通知しなか ことを責めることはできない。しかも、被告は、同社の原告からの借入れが一億円位に達した後にも、同社の大阪府信用保証協会に対する求償債務の保証をしているのであるから、こ ことはなおさらというべきである。　
なお、被告は、エフビーオー総研の経理担当者であるＳから、連帯保証契約の手続を簡略にするためと説明され






























































らして、主たる債務者と債権者との個々の取引につき保証人が同意していないとしても、これによって生じた主たる債務者の債務全額につき責任が及ぶ であるが、その範囲は常に全く無制限であるとはいえず、取引の通念、右契約締結の経緯等に照らし、その範囲が一定額に限定されていると認定し得るときはも より、諸般の事情に照らし、信義誠実 原則により合理的な範囲に限定するのを相当と認められるときにも、その責任の範囲は制限されるものと解されるのである。しかしながら、右の
包括根保証契約については、契約後相当期間を経過したときは、一
定の予告期間を設けてこれを解約することができる ともに、主たる債務者の資産状態の悪化、保証人 主たる債務者に対する信頼関係の破壊等といった事情変更が生じた きは 即時解約もするこ ができるとされ、 これによっ
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て、債権者の利益にも配慮しつつ、保証人に不当に過酷な責任を負わせることのないようにする途が用意されているのであり、こ ことを 考 にいれて、信義則による責任の範囲の制限の可否を検討すべきものである。そうすると、取引の通念のほか保証契約に至った事情、債権者と主たる債務者との取引の具体的態様、経過、債権者が取引に当たって債権確保 ために用いた注意の程度 保証人の主債務について 認識 程度、その可能性、主 務の使途、額その他一切 事情を考慮し、ま 、保証人には右の解約権の行使が認められていることを勘案したうえ、保証人に主債務 全額又はその一定額を超える額に き責任を負わせる が不相当であると認められる特段の事情が存する場合に初めて、信義則により保証人の責任 きその範囲で制限をすることが認められ もの 解 るが相当であ 。　
これを本件についてみるに、前記一の事実によれば、被控訴人は、本件信用取引契約によりＡが控訴人金庫から
借り入れた金員が野末ファーム 営業資金として使用されることは了知していたも であり、被控訴人は、Ａ 義弟であったことから、年に数回野末ファーム（Ａ方）を訪れており Ａと控訴人金庫と 個々の取引の内容などについて、その都度連絡は受けていなかっ ものの、これ 十分知る得 立場にあったこと、Ａと控訴人金庫との取引額はカメラ店 営業資金として極端 多額な で なく、控訴 金庫のＡ 対する貸出及び債 管理に特段問題があったとの事情も窺われないこと、Ａの 額の増加 被控訴人の連帯保証債務額の増加でもある。 ）の原因は、別に新店舗を増設して の規模を特に拡大する どということによるも でもな し 営業資金以外への流用などという被控訴人に予想できないような原因によ ものでもなく 通常の営業の過程 おける債務 累積によるものであること、その経営の破綻の原因も特異なものではなく、被控訴人において全く予想できない事態ではないこと、控訴人金庫が 対し、本件七七及び七九 貸付について個別 証 求めた際にも（昭和六三年三月及び四月） 、また、その貸付の弁済方法 変更について説明した際にも（平成四年一二月） 、控訴人金庫がこれ以
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業資金・運転資金を借り入れるために締結されたこと ②保証書 作成経緯 照らすと、Ｓ銀行としては、さほど「包括根保証」とすることを重視していた か疑問があること、ならびに、③Ｓ銀行側から保証人となったＹ 対し、包括根保証契約の意義又は将来の責任内容等について十分な説明を行っていな ことがあり さらに ④「
第
三貸付及び第四貸付は、ＡがＹと離婚した後に、Ｓ銀行担当者の強い勧誘に従 不動産投資のために借り入れたものであり、その際、Ｓ銀行担当者 Ａに対し、Ｙに個別に保証人に ること 求め、これに応じてＡは、Ｙ
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保証人になることを求めたが、Ｙは、個別に保証人となることを拒否し、ＡもこれをＳ銀行担当者に対し伝えていること、その結果、Ｓ銀行担当者は、上記貸付 つき、個別に保証人を取ることを止め、保証会社の保証のみにて上記貸付を実施すること したこと、その際 Ｓ銀行担当者 しては、Ｙとの本件包括根保証契約が存在することを前提に上記のような処理をしたとは到底うかがえないこと、上記の貸付の額も合計一億五七〇〇万円と巨額であり、当初の医院の開業資金・運転資金の借入とは、その性格、内容等の事情に格段の違いのあるものとなっていることなどの事情が認められる
」こと、⑤改正後の民法四六五条の二第二項の趣旨などを総合して勘案すると、
本件













































































































































































































































間貸付けに係 Ａの債務 保証した被控訴人に対するＡの求償債務につ 連帯保証債務を負い、この連帯 債務者の地位は、平成五年二月八日に本件包括根保証をした当時も続いていたこと、その後、平成七年一月三一日、全信組連・Ａ間貸付けに係るＡの借入債務を被 からの借入債務に切り替えるために、被控訴人がＡに対して本件〔
15〕貸付けを行い、Ａは、その借入金を全信組連・Ａ間貸付けの弁済に充てたことが認められる。以上の事実




















































て、元妻、兄弟、娘婿、知人などが多かったが、平成二九年改正法施 後は、経営に携わらない第三者は事 上保証人にさせにくくなる。他方、取締役など会社の経営に携わ 者は保証人とするには支障がないが、根保証契約締結後、辞任、退任などにより役員から外れ、 つ、その後、会社経営か も離 た場合には、辞任 ど後に主債務者（会社）が新たに負担する債務 つい は、従来どおり、信義則上、負担を免 なると考えられる。　
上記三「⑹根保証の随伴性」については 最二小判平成二四年一二月一四日（民集六六―一二―三五五九、判タ
一三八七―九六、判時二一七八―一七、金法一九七三―一〇三、金商一四〇八―一六）が次のように判示し、随伴性を認めた。すなわち 「根保証契約を締結した当事者 通常 主たる債務の範囲に含まれる個別の債務が発生す
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れば保証人がこれをその都度保証し、当該債務の弁済期が到来すれば、当該根保証契約に定める元本確定期日（本件根保証契約のように、保証期間の定めがある場合には、保証期間の満了日の翌日を元本確定期日とする定めをしたものと解すること できる。 ）前であっても、保証人に対してその保証債務 履行 求めることができ ものとて契約を締結し、被保証債権が譲渡された場合には保証債権もこれに随伴して移転すること 前提としているものと解するのが合理的である。そうす と、
被保証債権を譲り受けた者は、その譲渡が当該根保証契約に定める元本







否定する事例は少なくなるものと思料 る。また、公正証書 取らなければならない から、事実上、第三者保証をとることは困難に るので、従来のように 親子 兄弟、配偶者、そ 他親戚 知人といった立場で、経営にタッチしていない者 、将来、責任を追及されることは少なくなるものと考えら る。　
しかし、たとえば、主債務会社の取締役であった立場の者が根保証契約を締結したところ、その後、辞任あるい





ｂ．債権者と主たる債務者との取引の具体的態様、経過、ｃ．債権者が取引に当たって債権確保のために用いた注意の程度、ｄ．保証人の主債務についての認識の程度、その可能性、ｅ．主債務の使途、額その他一切 事情を考慮し、また、保証人には右の解約権の行使が認められていることを勘案したうえ、ｆ．保証人に 全額又は 一定額を超える額につき責任を負わせるのが不相当であると認められる特段の事情が存する場合に初めて、信義則により 責任につきその範囲で制限をすることが認められ と解してよいであろう。加えて、ｇ．改正法等の動きｈ．実質上の借り換え等、根保証人の負担が変わらないような特別の事情がないことであろう。　
ところで、前述のように、退任した取締役などには、解約権が認められている。平成一六年改正法後、元本確定



























































































































































































の定めの有無及びそ 内容並びに主たる債務者がその債務を履行しないときには、極度額 限度において元本確定期日又は五⑵ア若しくはイに掲げる事由その他の元本を確定すべき事由が生ず 時までに生ずべき主たる債務の元本及び主たる債務に関する利息、違約金 損害賠償その他 に従たる全てのものの全額について履行する意
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二六



































































































時からアの通知をするまでに生ずべき遅延損害金（期限の利益を喪失しなかったとしても生ずべきものを除く。 ）に係る保証債務 履行 請求することがで ない。ウ
　
ア及びイの規定は、保証人が法人である場合には、適用しない。
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１
番
号
裁
判
例
掲
載
誌
当
事
者
保
証
限
度
額
認
定
さ
れ
た
保
証
額
認
定
理
由
債
権
者
主
債
務
者
と
保
証
人
の
関
係
要
素
の
錯
誤
詐
欺
信
義
則
意
思
解
釈
公
序
良
俗
1
東
京
地
判
平
成
9.11.25
金
商
1042-47
商
工
フ
ァ
ン
ド
？
300万
円
0
○
　
　
2
仙
台
地
判
平
成
11.7.19
判
タ
1019-153、
金
法
1585-48
商
工
フ
ァ
ン
ド
知
人
500万
円
200万
円
○
　
3
東
京
高
判
平
成
11.9.1
判
時
1699-83
日
栄
取
引
先
1,000万
円
0
○
4
東
京
地
判
平
成
11.10.28
金
法
1591-63
商
工
フ
ァ
ン
ド
代
表
者
の
従
姉
妹
1,000万
円
500万
円
○
○
　
5
新
潟
地
判
平
成
11.11.5
判
タ
1019-150
商
工
フ
ァ
ン
ド
？
1,500万
円
0
○
6
高
松
高
判
平
成
11.11.18
判
時
1721-85、判
タ
1021-194
日
栄
？
1,000万
円
0
○
　
　
7
東
京
高
判
平
成
11.12.15
判
タ
1027-290、
金
法
1576-62
ア
ト
ラ
ス
（
個
人
）
取
引
先
1,000万
円
100万
円
○
　
　
8
東
京
地
判
平
成
12.1.26
判
時
135-92、
判
タ
1077-208
商
工
フ
ァ
ン
ド
中
学
校
の
同
級
生
500万
円
200万
円
○
○
　
9
東
京
地
判
平
成
12.1.27
判
時
1725-148、
判
タ
1074-193
商
工
フ
ァ
ン
ド
代
表
者
の
弟
500万
円
100万
円
○
10
東
京
高
判
平
成
13.2.20
判
時
1740-46、金
商
1111-3
商
工
フ
ァ
ン
ド
取
引
先
600万
円
0
○
○
　
○
11
東
京
高
判
平
成
13.6.25
判
タ
1084179、金
商
1150-43
商
工
フ
ァ
ン
ド
取
引
先
の
代
表
者
1,000万
円
300万
円
○
12
大
阪
高
判
平
成
13.7.10
判
時
1771-98
日
栄
？
1,500万
円
400万
円
○
13
東
京
高
判
平
成
13.12.18
判
時
1786-71
ケ
イ
エ
ム
シ
ー
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
？
2,000万
円
400万
円
○
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１
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号
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誌
当
事
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さ
れ
た
保
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由
備
考
債
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主
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要
素
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欺
信
義
則
意
思
解
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そ
の
他
1
最
判
昭
和
48.3.1
金
法
679-35な
ど
越
前
信
用
金
庫
知
人
（
？
）
0
○
○
期
間
の
定
め
の
無
い
根
保
証
契
約
締
結
後
３
年
半
も
何
ら
貸
付
が
行
わ
れ
な
か
っ
た
後
で
、
経
営
状
態
が
悪
化
し
、
担
保
物
件
を
す
で
に
他
に
売
却
し
て
い
る
主
債
務
者
に
金
融
を
な
す
に
当
た
り
、
保
証
人
に
多
額
の
損
害
を
被
ら
せ
る
恐
れ
が
あ
る
に
も
拘
ら
ず
、
保
証
人
の
意
向
を
打
診
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
な
く
貸
付
を
し
て
、
手
形
の
不
渡
を
理
由
に
保
証
責
任
を
追
及
す
る
の
は
、
信
義
則
に
反
し
、
権
利
の
濫
用
と
い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
2
最
判
昭
和
50.11.6
金
法
777-27
大
阪
東
日
立
家
電
㈱
知
人
（
？
）
50万
円
○
身
元
保
証
法
５
条
の
規
定
を
類
推
適
用
し
、
諸
般
の
事
情
を
考
慮
し
て
責
任
を
制
限
し
た
。
3
大
阪
高
判


昭
和
54.8.10
金
法
917-41
日
本
酪
農
協
同
㈱
知
人
（
？
）
約
450万
円
○
５
ヶ
月
分
の
売
上
げ
相
当
額
を
請
求
し
た
が
、
２
ヶ
月
分
の
み
認
容
。
4
東
京
高
判


昭
和
60.10.15
金
法
1115-34
永
代
信
用
組
合
妻
の
兄
、
名
目
的
取
締
役
1,500万
円
○
本
件
貸
付
契
約
は
通
常
の
予
想
の
範
囲
を
は
る
か
に
超
え
る
金
額
で
あ
っ
た
こ
と
、
他
の
保
証
人
も
い
る
こ
と
、
そ
の
他
諸
般
の
事
情
を
考
慮
5
神
戸
地
判


平
成
1.2.9
判
時
1318-110
三
井
銀
行
実
兄
貸
金
元
本
の
５
割
で
あ
る
250
万
円
○
取
引
経
過
、
債
権
者
側
の
態
度
等
を
斟
酌
6
東
京
地
判


平
成
2.7.23
判
時
1386-121
な
ど
城
南
信
用
金
庫
元
妻
、
名
目
上
の
監
査
役
300万
円
○
○
債
務
額
の
５
割
を
限
度
に
責
任
を
認
め
た
。
7
東
京
地
判


平
成
3.7.31
金
法
1310-28
東
京
相
和
銀
行
元
取
締
役
辞
任
す
る
前
の
債
務
に
の
み
制
限
○
辞
任
、
退
社
し
た
こ
と
を
文
書
で
通
知
し
て
い
た
。
権
利
の
濫
用
と
し
て
制
限
。
8
最
判
平
成
6.12.6
金
法
1414-28
な
ど
信
用
組
合
関
西
興
銀
元
妻
1,200万
円
○
根
抵
当
権
の
極
度
額
と
同
額
に
9
大
阪
地
判


平
成
8.1.30
判
タ
923-142
相
互
信
用
金
庫
娘
婿
2,000万
円
○
10
神
戸
地
判


平
成
8.4.24
判
時
1594-133
播
州
信
用
金
庫
元
妻
0
○
○
11
大
阪
高
判


平
成
8.6.13
金
商
1011-17
信
用
組
合
大
阪
商
銀
妻
の
姉
0
○
別
の
根
抵
当
権
を
抹
消
後
、
か
つ
保
証
契
約
し
て
か
ら
10年
以
上
経
過
12
東
京
高
判


平
成
9.12.18
金
商
1038-21
富
士
銀
行
代
表
者
の
父
1,000万
円
○
根
抵
当
権
の
極
度
額
と
同
額
に
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三一
番
号
裁
判
例
掲
載
誌
当
事
者
認
定
さ
れ
た
保
証
額
認
定
理
由
備
考
債
権
者
主
債
務
者
と
保
証
人
の
関
係
要
素
の
錯
誤
詐
欺
信
義
則
意
思
解
釈
そ
の
他
13
大
阪
高
判


平
成
10.1.13
金
法
1516-38
但
馬
信
用
金
庫
代
表
者
の
兄
保
証
し
た
時
以
降
に
発
生
し
た
債
務
に
の
み
制
限
○
既
発
生
の
債
務
が
５
億
円
あ
っ
た
こ
と
に
つ
き
何
ら
の
説
明
も
し
な
か
っ
た
。
14
水
戸
地
下
妻
支
判


平
成
11.3.29
金
商
1066-37
つ
く
ば
銀
行
元
妻
0
○
「
右
代
表
取
締
役
は
大
丈
夫
で
す
か
？
」
15
東
京
地
判


平
成
11.3.31
金
法
1573-48
王
子
信
用
金
庫
元
代
表
者
解
任
さ
れ
る
前
の
債
務
に
の
み
制
限
○
会
社
か
ら
解
任
さ
れ
た
こ
と
、
か
つ
、
金
融
機
関
が
そ
の
事
情
を
認
識
し
て
い
た
こ
と
等
を
理
由
と
し
た
。
16
大
阪
地
判


平
成
11.6.14
判
タ
1035-176
相
互
信
用
金
庫
元
取
引
先
、
知
人
0
○
取
引
が
な
く
な
っ
て
い
た
こ
と
、
債
権
者
と
の
取
引
額
が
10倍
以
上
に
な
っ
て
い
た
こ
と
、
契
約
締
結
か
ら
22
年
経
過
し
て
い
た
こ
と
等
を
考
慮
17
東
京
地
判


平
成
12.9.8
金
法
1608-47
昭
和
信
用
金
庫
名
目
上
の
取
締
役
請
求
金
額
の
３
分
の
１
で
あ
る
約
6,740万
円
○
保
証
契
約
後
本
件
融
資
ま
で
16年
以
上
経
過
し
て
い
る
こ
と
、
こ
の
間
バ
ブ
ル
経
済
の
崩
壊
が
あ
っ
た
こ
と
、
本
件
貸
付
額
が
保
証
契
約
当
時
と
比
べ
大
幅
に
拡
大
し
て
い
た
こ
と
な
ど
を
斟
酌
。
18
東
京
高
判


平
成
14.1.23
判
時
1788-43
整
理
回
収
機
構
（
静
岡
商
銀
信
用
組
合
）
親
友
、
監
査
役
残
元
本
の
４
割
で
あ
る
約
9,429
万
円
○
19
名
古
屋
地
判


平
成
16.6.18
金
商
1201-51
な
ど
U
F
J
銀
行
（
東
海
銀
行
）
知
人
3,000万
円
○
原
告
が
回
収
措
置
を
怠
っ
た
こ
と
な
ど
に
大
き
な
原
因
が
あ
る
と
し
た
。
請
求
額
２
億
2,229万
円
20
札
幌
地
判


平
成
17.9.16
金
商
1226-26
北
陸
銀
行
実
兄
294万
円
○
原
告
が
回
収
措
置
を
怠
っ
た
こ
と
な
ど
に
大
き
な
原
因
が
あ
る
と
し
た
。
請
求
額
3,025万
円
21
東
京
地
判


平
成
17.10.31
金
法
1767-37
み
ず
ほ
銀
行
平
取
締
役
元
本
額
の
40％
に
相
当
す
る
2,200万
円
○
原
告
が
保
証
契
約
締
結
の
際
、
個
別
保
証
と
し
な
か
っ
た
こ
と
、
保
証
意
思
の
確
認
を
し
な
か
っ
た
こ
と
な
ど
を
考
慮
22
大
阪
地
判


平
成
18.9.20
判
タ
1235-212
な
ど
大
阪
府
中
小
企
業
信
用
保
証
協
会
（
十
三
信
用
金
庫
）
元
代
表
取
締
役
0
○
保
証
人
が
代
表
取
締
役
だ
け
で
な
く
、
取
締
役
も
辞
任
し
、
会
社
と
の
関
係
が
な
く
な
っ
て
い
た
こ
と
を
考
慮
23
大
阪
高
判


平
成
18.10.4
金
商
1275-32
M
U
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
債
権
回
収
㈱
元
妻
381万
円
○
住
宅
購
入
資
金
及
び
カ
ー
ド
ロ
ー
ン
は
認
め
、
離
婚
後
の
不
動
産
投
資
に
つ
い
て
は
認
め
な
か
っ
た
。
24
名
古
屋
高
判


平
成
18.12.20
判
タ
1246-199
大
垣
共
立
銀
行
知
人
0
○
主
債
務
者
の
営
業
に
何
ら
関
係
が
無
く
、
保
証
契
約
締
結
か
ら
23年
以
上
経
過
し
て
い
た
こ
と
等
を
考
慮
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